
診療報酬の改定等について

資料２

令和２年１月２９日
厚生労働省障害保健福祉部精神・障害保健課

医療観察法医療体制整備推進室



医療観察法の現状について



不処遇
（761名）医療観察法医療の申し立て

622名

（司法統計の各年度毎のデータを集計）

直接通院処遇

3,246名

入院処遇

420名

医療終了

2,164名

移行通院処遇

73名

医療観察法再入院処遇

医療観察法の地方裁判所の審判の終局処理状況
（平成17～30年度）
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20代 30代 40代 50代 60代 70代 80代

男性 70 189 233 174 116 34 5

女性 12 61 71 59 41 7 6
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（n=1,078）

全体 1,078名 通院処遇開始時平均年齢 47.4歳
男性 821名 通院処遇開始時平均年齢 47.1歳
女性 257名 通院処遇開始時平均年齢 48.3歳

平成17～30年に移行通院処遇の決定がなされた
対象者の年代・性別

出典：令和元年度 厚生労働科学研究費補助金障害者政策総合研究事業
医療観察法の制度対象者の治療・支援体制の整備のための研究（平林班）
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F0 F1 F2 F3 F4 F5 F6 F7 F8 F99

男性 13 63 692 43 1 0 0 4 4 1

女性 1 13 182 53 2 1 3 2 0 0
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F0：器質性精神障害、F1:アルコール・薬物、F2：統合失調症圏、F3：気分障害圏
F4：神経症性障害、F5：摂食障害等、F6：パーソナリティ障害、F7：精神遅滞、F8：心理発達の障害

（n=1,078）

平成17～30年に移行通院処遇の決定がなされた
対象者の主診断

出典：令和元年度 厚生労働科学研究費補助金障害者政策総合研究事業
医療観察法の制度対象者の治療・支援体制の整備のための研究（平林班）
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殺人 傷害 放火 強盗

強制性交

等、強制

わいせつ

男性 245 330 167 38 44

女性 122 46 82 8 0

0
50
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200
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300
350 （n=1,078）

平成17～30年に移行通院処遇の決定がなされた
対象者の対象行為

出典：令和元年度 厚生労働科学研究費補助金障害者政策総合研究事業
医療観察法の制度対象者の治療・支援体制の整備のための研究（平林班）
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※傷害以外未遂を含む。
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360, 33%

718, 67%

処遇継続中 処遇終了者

（n=1,078）

平成17～30年に移行通院処遇の決定がなされた
対象者の通院処遇終了の有無

出典：令和元年度 厚生労働科学研究費補助金障害者政策総合研究事業
医療観察法の制度対象者の治療・支援体制の整備のための研究（平林班）
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精神保健福祉法通院

83%

精神保健福祉法入院

7%

医療観察法病棟再入院

3%

死亡

3%

精神科治療終了

2% その他、不明

2% *1名処遇終了時状況再確認中

（n=717 * ）

平成17～30年に移行通院処遇の決定がなされた
対象者の通院処遇終了時の状況

出典：令和元年度 厚生労働科学研究費補助金障害者政策総合研究事業
医療観察法の制度対象者の治療・支援体制の整備のための研究（平林班）
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重大な再他害行為
対象行為

（傷害以外未遂含む）
男性（件数） 女性（件数）

殺人 1 0
傷害 8 0
放火 1 2
強盗 0 0

強制性交等、強制わいせつ 7 0
計 17 2

その他の再他害行為

その他の再他害行為 男性（件数） 女性（件数）

窃盗 1 6

暴力行為、暴言、器物破損 19 9

性的逸脱行為 6 0

精神保健福祉法入院理由が
他害・迷惑行為

5 2

その他・不明 6 1

計 37 18

（n=1,078）

平成17～30年に移行通院処遇の決定がなされた
対象者の再他害行為の状況

令和元年７月15日時点

出典：令和元年度 厚生労働科学研究費補助金障害者政策総合研究事業
医療観察法の制度対象者の治療・支援体制の整備のための研究（平林班）
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診療報酬の現状について



急性期入院対象者入院医学管理料について

急性期
３か月

回復期
９か月

社会復帰期
６か月

急性期
入院対象者

入院医学管理料

6,737点

減算
1,170

急性期
入院対象者

入院医学管理料

5,567 点

ガイドライン
上目安として
いる期間

減算
1,760

急性期
入院対象者

入院医学管理料

4,977 点

※他の指定医療機関から転院した日から起算して90日を経過していない場合は減算しない

～90日 91日～１年 １年１日～
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回復期
入院対象者

入院医学管理料

4,962点

～270日

回復期
入院対象者

入院医学管理料

4,842点※

271日～１年90日

減算
120点※

回復期
入院対象者

入院医学管理料

4,742点※

１年91日～

減算
220点※

※ 転院日から起算して90日を経過していない場合、急性増悪等やむを得ない場合又は難治性精神疾患への高度な医療を新た
に導入する場合は、減算しない。

回復期入院対象者入院医学管理料について
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社会復帰期
入院対象者

入院医学管理料

5,870点

～180日

社会復帰期
入院対象者

入院医学管理料

5,560点※

181日～１年

減算
310点※

社会復帰期
入院対象者

入院医学管理料

4,970点※※

１年超～１年180日

減算
900点※※

社会復帰期
入院対象者

入院医学管理料

4,470点※※※

１年181日～

減算
1,400点※※※

※ 法第49条１項に基づく退院の申し立て（以下退院申し立て）を行ってから180日を経過していない場合は除く
※※ 退院申し立てを行ってから180日を経過していない場合は310点減算
※※※ 退院申し立てを行ってから180日を経過していない場合又は当該申し立てについて法51条第１項第１号の決定がなされ
た場合は900点減算

社会復帰期入院対象者入院医学管理料について
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前期通院対象者
通院医学管理料

8,336点

～６月目

中期通院対象者
通院医学管理料

7,326点
後期通院対象者
通院医学管理料

6,315点

７月目～２年 ２年と１月目～

通院対象者通院医学管理料（１月につき）
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ハ 医療観察訪問看護基本料（Ⅲ）

医療観察訪問看護基本料

14

週３日目まで
30分以上

555点

週３日目まで

30分未満

425点

週４日目以降
30分以上

655点

週４日目以降
30分未満

510点
週３日目まで
30分以上

278点

週３日目まで
30分未満

213点

週４日目以降
30分以上

328点

週４日目以降
30分未満

255点

（１）同一日に２人 （２）同一日に３人以上

イ 医療観察訪問看護基本料（Ⅰ）

週３日目まで
30分以上

555点

週３日目まで

30分未満

425点

週４日目以降
30分以上

655点

週４日目以降
30分未満

510点

・ 通院対象者（同一建物居住者を除く。）又はその家族等に対して、看護又は療養上必要な指導を実施

・ 通院対象者（同一建物居住者に限る。）又はその家族等に対して、看護又は療養上必要な指導を実施



＜医療観察訪問看護管理料に係る加算＞

医療観察訪問看護管理料
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〇 医療観察２４時間対応体制加算（月１回） 640点

月の初日の訪問

744点

・ 通院対象者に係る訪問看護の実施に関する計画的な管理を継続して実施。

月の２回目以降の訪問

300点

・ 通院対象者又はその家族等から電話等により看護に関する意見を求められた場合に常時
対応できる体制にある場合であって、緊急時訪問看護を必要に応じて行う体制にあること。

・ 看護師等が訪問看護を受けようとする者に対して当該体制にある旨を説明し、同意を得て
いること。



医療観察訪問看護情報提供料
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（Ⅰ）

※ケア会議の開催の都度

200点

〇医療観察訪問看護情報提供料（Ⅰ）

（Ⅱ）

※月１回

150点

・ ケア会議に出席し、保護観察所を含む関係機関に対して通院対象者に係る看護又は
療養上必要な指導についての情報提供等を行う。

・ 保護観察所を含む関係機関に対して、当該関係機関からの求めに応じて、通院対象
者に係る看護又は療養上必要な指導についての情報提供等を行う。

〇医療観察訪問看護情報提供料（Ⅱ）



医療観察法医療にかかる医療費

0

2,000,000,000

4,000,000,000

6,000,000,000

8,000,000,000

10,000,000,000

12,000,000,000

14,000,000,000

16,000,000,000

18,000,000,000

（円）

医療観察法医療体制整備推進室調べ
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指定医療機関の診療レセプトの請求状況
（令和２年１月処理分）

項 目 請求レセプト数（件） 請求金額（千円）

医科入院 ６１２ １，１６６，４９９

医科外来 ５２７ ９８，７０６

調 剤 ２５５ １４，２３０

訪問看護 ２６４ ５，８５８

合 計 １，６５８ １，２８５，２９２

18

※訪問看護の請求機関（訪問看護ステーション）数は１７９施設（指定数は４６４施設）



医療観察訪問看護対象者の特性の分布

N=669件

（件）

医療観察法医療体制整備推進室調べ（平成31年２月～４月）

5歳年齢階級別

男性
75.1%

女性
24.9%

性別

N=670件 0

20

40

60

80

100

120

19



0

50

100

150

200

250

300
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医療観察訪問看護１月あたりの訪問日数の分布

N=670件

（件）

訪問看護は月４日の訪問が最も行われていた

最大で月21日の訪問が行われていた

医療観察法医療体制整備推進室調べ（平成31年２月～４月）

１月あたりの訪問日数
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～1,999
3%

2,000～2,999
10%

3,000～3,999
16%

4,000～4,999
29%

5,000～5,999
7%

6,000～6,999
5%

7,000～7,999
8%

8,000～8,999
9%

9,000～9,999
3%

10,000～10,999
3%

11,000～11,999
3%

12,000～
4%

訪問看護ステーションの１月あた
りの請求点数は3,000～5,000点
である場合が約50％

医療観察訪問看護１か月あたりの請求点数の分布

医療観察法医療体制整備推進室調べ（平成31年２月～４月）N=670件

（点）

平均 5,657.9点
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診療報酬の改定（案）について



医療観察訪問看護管理料に係る加算の新設（案）

・ 医療観察法対象者の訪問看護において、指定通院医療機関（訪問
看護ステーション）が退院調整や関係機関との情報共有に基づく指導等
を行った場合の評価が必要であるため、健康保険法の診療報酬にならい、
以下のように改定を行う。

医療観察診療報酬改定について①

〇 医療観察退院時共同指導加算 800点

〇 医療観察在宅患者連携指導加算（月１回） 300点

〇 医療観察在宅患者緊急時等カンファレンス加算（月２回） 200点

23
医療観察法医療体制整備推進室



医療観察診療報酬改定について②

24
医療観察法医療体制整備推進室

医療観察訪問看護管理料に係る加算の内容（案）

〇 医療観察退院時共同指導加算 800点 【新設】

➤ 指定入院医療機関に入院中の対象者の退院に当たって、指定通院医療機関（訪問看護ステ
ーション）の看護師等が主治医又は職員と共に、対象者に対して、在宅での療養上必要な指導を
行い、その内容を文書により提供した場合に算定。

〇 医療観察在宅患者連携指導加算（月１回） 300点 【新設】

➤ 通院が困難な対象者について、指定通院医療機関（訪問看護ステーション）の看護師等が、
対象者又はその家族等の同意を得て、月２回以上医療関係職種間で文書等により、共有された
診療情報を基に、対象者又はその家族等に対して指導等を行った場合に算定。

〇 医療観察在宅患者緊急時等カンファレンス加算（月２回） 200点 【新設】

➤ 通院が困難な対象者について、状態の急変等に伴い、関係する医療関係職種等が共同でカン
ファレンスを行い、当該カンファレンスで共有した対象者の診療情報等を踏まえ、それぞれの職種が
当該対象者又はその家族等に対して療養上必要な指導を行った場合に算定。



医療観察訪問看護の実施状況等調査について
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【調査対象】訪問看護事業型指定通院医療機関（４０施設）※うち３６施設より回答有り
【調査期間】平成２９年１月～令和元年１２月

調査項目（加算）
算定要件を満たす
と考えられる人数

退院時共同指導加算 ４１ 人

在宅患者連携指導加算 １９ 人

在宅患者緊急時等カンファレンス加算 １６ 人

【調査目的】
健康保険における診療報酬改定においては精神疾患者の生活支援に着目した評価が行

われている中、医療観察法対象者においても社会復帰を促進することを目的とした医療
の実施状況等の把握が求められている。
このような中、健康保険の訪問看護管理療養費に規定されている以下の加算について

は、現在、心神喪失等医療観察法の第八十三条第二項の規定に基づく診療報酬には定め
られておらず、今般、その現状把握等調査を実施した。



診療報酬改定の方針案

• 退院時共同指導加算、在宅患者連携指導加算及び在宅患者緊急時等
カンファレンス加算については、対象者の訪問看護において、指定

通院医療機関（訪問看護ステーション）が退院調整や関係機関との

情報共有に基づく指導等を行った場合の評価が必要であること、ま

た、実施状況等調査より算定要件を満たすと考えられる対象者が多

数いることから、当該加算の必要性が認められたため、当該加算を

新設するのはどうか。

• その他、医療観察精神科専門療法は「医科診療報酬点数表」に、医
療観察訪問看護は「訪問看護療養費に係る指定訪問看護の費用の額

の算定方法」に準じて、必要に応じ改定する。

26


